
医療倫理に関する指針 (2025) 

 
Ⅰ． 厚生連高岡病院倫理綱領 

厚生連高岡病院では、以下に示す日本病院会の倫理綱領の理念を基に、当院の医療倫理綱領を作成す

る。 

我々は人格の陶冶に努め、社会正義を重んじ、より良い医療を追及する組織を目指し、病院医療を通

じて、日本が生きがいのある健全な社会になるよう病院人として実行すべき規範を定める。 

１．我々は知識と技術の習得に励み、温かな心を持って医療の質の向上に努める。 

２．我々は患者の権利と自律性を尊重し、患者の視点に立った医療を行う。また、権利には義務が伴う

こと並びに医療の不確実性について患者に理解を求める。 

３．我々は診療情報を適正に記録・管理し、開示請求には原則として応じる。 

４．我々は地域の医療・保健・介護・福祉を包括的に推進するとともに、関係諸機関・施設等との連携・

協力関係を構築する。 

５．我々は人の自然な死に思いをいたし、緩和医療を推進し、誰もが受容しうる人生の最終段階におけ

る医療を目指す。 

 

 

Ⅱ．厚生連高岡病院臨床倫理方針 

 
本臨床倫理指方針は、当院で実施する医療行為の中で比較的多く発生する倫理的・ 道徳的な課題

について、患者の尊厳、関係法令・社会通念、医療者としての義務・良識等の視点でとらえ、当院の

状況に合わせ、基本とすべき事項について簡潔に規範化したものである。医療の進歩・変化、社会に

おける価値観の変化・多様化に合わせて、その都度改定を重ねて行く方針である。 

 

１．患者の人権と自己決定権を尊重し、十分なインフォームド・コンセントにより医学的適応に基づ

いた適切な医療を行なうこと。 

 

予定する検査や治療については、患者の理解力に応じて、適切な方法と内容で十分な情報を提供

し、自発的な同意を受けて医療を提供する。その際、患者の病名・病態、予定している治療（検査）

目的、内容、リスク、代替可能な治療（検査）法、何もしない場合に考えられる結果を説明する。

また、治療に関しては、要望があれば主治医の立場から選択肢に優位順位をつけて説明を行なう。

また、説明は一度ではなく、必要があれば何度も繰り返して行うこととする。 

 

２．生命倫理に関する関係法規を遵守し、診療ガイドラインを尊重した医療を提供すること。 

 

１）人工妊娠中絶に際しては。「母体保護法」を遵守する。 

２）胎児診断、人工授精、体外受精に関しては日本産婦人科学会の見解を遵守する。 

３）脳死判定、臓器移植に際しては、各ガイドラインに基づいた院内規定により適切に行なう。  

４）人生の最終段階に於ける医療に関しては、当院の人生の最終段階に於ける医療ガイドラインに 



基づき適切に対応する。 

５）宗教上の理由による輸血拒否の患者には「宗教的輸血拒否に関するガイドライン」及び当院の

輸血療法マニュアルに基づき、適切に対応する。 

６）尊厳死、延命治療など生命の尊厳に関する問題、医療行為の妥当性に関する問題については、

倫理委員会において審議を行い、「倫理的な課題についての具体的な対応指針」に基づき治療方針

を決定する。 

 

３．臨床研究は被験者の人間の尊厳及び人権を守り、「厚生連高岡病院臨床研究に関する倫理マニュアル」に

基づいて行なうこと。 

 

Ⅲ．倫理的な課題についての基本的な対応原則 

 
１．臨床の様々な場面で生じる個別具体的な倫理的課題について 

 

１）まずは、患者がかかえる種々の倫理的課題（臓器移植等の先進医療に関する事、人生の最終段

階に於ける医療に関する事、治療方針に関する事、インフォームド・コンセントに関する事、

ケアの提供に関する事、患者の権利と尊厳に関する事、守秘義務に関する事、安全確保と拘束

に関する事、医療従事者の態度や発言に関する事、家族支援に関する事、等）を把握する。 

２）次に、把握した倫理的課題について「多職種の医療チーム」で解決策を検討する。 

３）医療チームで解決できない場合は、「倫理コンサルティングチーム」にて検討する。 

４）倫理コンサルティングチームでの解決困難事例については「倫理委員会」で外部委員（法律の

専門家、倫理・哲学の専門家）の意見を伺い、広い視野で検討する。（別添チャート資料手順に

より進める） 

※なお、上記の経過は、カンファレンス（倫理）に記載する。 

 

2．新たな診療・治療方法や技術を導入する際に生じる倫理的課題について 

 

保険適用が認められているが当院では新規となる治療法を導入する場合は、まず当該部署で倫理面と

医療安全面から十分に検討し、研修受講などによって技術修練を行う。その上で、「倫理委員会」に諮

問し、承諾された場合は、病院長が当該治療法の実施を許可する。また導入後は、一定症例数あるいは

一定の期間に達した時点で（症例数が少ない場合は一症例ごとに）、当該治療法の妥当性を検証するこ

と。 

 

３．エビデンスが十分でない新規治療の導入時における倫理的課題について 

 

保険適用が認められていないが患者に有益と考えられる治療法を当院で新規に導入する場合は、

まず当該部署で倫理面と医療安全面から十分に検討し、必要であれば研修受講などによって技術修

練を行う。その上で、ヘルシンキ宣言を尊重し、文部科学省・厚生労働省の「人を対象とする医学

系研究に関する倫理指針」並びに「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」を順守する臨

床研究として「臨床研究倫理審査委員会」に諮問し、承諾が得られれば、病院長が当該治療法の実

施を許可する。また導入後は、承諾時にあらかじめ定めた治療数に達した時点で、当該治療法の妥当

性を「臨床研究倫理審査委員会」で検証すること。 



 

４．臨床研究（治療以外）に関する倫理的課題について 

 

当院で臨床研究（治療以外）を行う場合は、まず当該部署で倫理面と医療安全面から十分に検討し、

その上でヘルシンキ宣言を尊重し、文部科学省・厚生労働省の「人を対象とする医学系研究に関する

倫理指針」並びに「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」を順守する臨床研究として「臨

床研究倫理審査委員会」に諮問し、承諾が得られれば、病院長が当該臨床研究の実施を許可する。ま

た導入後は、承諾時にあらかじめ定めた症例数に達した時点で、当該臨床研究の妥当性を「臨床研究

倫理審査委員会」で検証すること。 

 

Ⅳ．日常遭遇する倫理的な課題についての具体的対応指針  

 
1. 意識不明・自己判断不能患者について 

 

１）意識不明や判断能力を欠いた成人においては、緊急事態で生命に問題がある場合で、かつ家族等関

係者に連絡をすることができない場合、医療者は医療チームの合意を持って最善の利益となる方向性で

の緊急治療をおこなうことができる。その場合でも後に本人や家族に適切な説明を行い検査や治療に必

要な同意を受けなければならない。患者の事前指示書や医療上の委任状などがある場合は、その内容に

沿った医療を提供する。 

２）15歳未満の子供の場合、医療者は親権者（両親であることが多いが異なる場合もあることに留意） 

に説明を行い同意を得る。しかし、7歳以上の子供本人にも、できるだけ理解できるよう説明し賛意

を得ることが望ましい。15歳以上の子供は、自分の身分上の変更を行い得る能力があると法律的

（民法797条;養子縁組、民法961条;遺言）に考えられており医療上の自己決定権を持つと考え対処

する。なお法的な成人年齢は18歳であることにも留意する。 

 

２．心肺蘇生不要指示（DNAR； Do Not Attempt Resuscitation）について 

 

１） 癌などの末期、老衰、救命不能な患者、または意識回復が見込めない場合に、患者や患者の意見を

代弁できるその家族に対して十分な説明をしたうえで、効果や有益性が期待できない心肺蘇生処置 

(CPR) を行わない事に同意された場合、主治医は電子カルテの患者掲示板画面「重要事項」欄に決定日

を記載し他の医療関係者に周知する必要がある。 

２） DNAR指示は、以下の原則に則り判断するとともに、指示を行なう。 

① 患者の自律・自己決定権を尊重し適切な倫理的プロセスを経て決定する。 

② CPRは標準的治療手技であることから、その実施を基本前提とする。 

③ DNAR 指示が、CPR以外の治療方針に影響を与えてはならない。 

④ 患者が意思表示できる間に心停止の可能性について話し合い心肺蘇生に対する希望を確認しておく

ことは有用であり、その意思を尊重する。 

⑤ 患者の意思を確認できない場合でも、家族が患者の意思を推定できる場合には臨床倫理カンファレ 

ンス等で検討し、その推定意思を尊重し患者にとっての最善と推定される治療方針をとる。 

⑥  家族が患者の意思を推定できない場合には、患者にとって何が最善であるかについて家族と十分

に話し合い、患者にとっての最善の治療方針を推定し実施する。 

⑦ 家族がいない場合及び家族が判断を医療・ケアチームに委ねる場合には、患者にとっての最善の

治療方針を臨床倫理カンファレンス等で検討する。 



⑧ DNAR 指示の妥当性については、状況の変化に応じて患者と医療・ケアチームが繰り返して話し

合い評価し、必要に応じて判断を変更する。 

 

３．治療行為の拒否について 

 

検査・治療・輸血・入院（以下「治療行為等」という）の必要性と実施しない場合の不利益について、

患者に十分な説明を行っても、患者が治療行為等を拒否する場合は、その権利を認め患者の自己決定を尊

重する。その際にはカルテに説明内容と患者の決定内容を記載する。ただし、関係法令に基づき、治療拒

否により第三者に危害が及ぶ可能性がある場合には、医療行為の拒否は制限される場合があることに注意

する。 

なお、輸血拒否についての対応は、以下のとおりとする。 

１）成年者への対応 

① 患者の意思を尊重し無輸血治療の実施を基本とする。その場合には、事前に「免責証明書」を取 

得する。しかしながら当院の基本方針は新たに発生した生命の危機に際しては輸血を含む救命措置をお

こなう相対的無輸血の方針であることを十分に説明する。 

② 無輸血治療が難しいと判断した場合は転院を勧めるなど適切な対応を講じる。 

２）未成年者への対応 

① 18歳以下で自己決定能力がある場合には、たとえ親権者が輸血を拒否したとしても患者本人の同意書

があれば輸血を実施することができる。患者が輸血を拒否した場合には前記の成人への対応の原則に

則る。 

② 自己決定能力のない幼少の患者への必要な輸血を親権者が拒否し、適切な対応が困難な場合には、児

童虐待防止対策委員会に対応を委ねる。 

以上の他、宗教上の理由などから輸血を拒否する患者については、「宗教的輸血拒否に関するガイドラ

イン (2008)」を参考にし、当病院倫理員会ならびに輸血療法委員会の指針に従う。 

 

４. 退院の拒否および強制退院について  

 

一般的に医師が入院治療を必要としない旨の診断をなし、診断に基づき患者に対し退院すべき旨の意思

表示があったときは特段の事由が認められない限り入院診療契約は終了すると考えられる。医師は退院を

拒否する患者および家族に対しても退院の方針を説明する。 

なお、患者の問題行動が病院の秩序を著しく乱したり、患者が医師・看護師の指示に従わず、医療業務

が平穏に行われなかったり、著しく支障を及ぼすと考えられる場合や威力業務妨害や脅迫、暴行などの犯

罪行為にかかると思われる場合は、診療を拒否しうる「正当な理由」になると考えられ院長が強制退院を

勧告できる。 

 

５. 終末期医療について 

１）「終末期」とは、以下の三つの条件を満たす場合をいう。 

・医師が客観的な情報を基に、治療により病気の回復が期待できないと判断している 

・患者が意識や判断力を失った場合を除き、患者・家族・医師・看護師等の関係者間での同意が得られ

ている 

・患者・家族・医師・看護師等の関係者が死を予測し対応を考えている 

２）医師等の医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされ、それに基づいて患者が多専門職種の医療



従事者から構成される医療・ケアチームと十分な話し合いを行い、患者本人による決定を基本としたう

えで、人生の最終段階における医療・ケアを進めることを最も重要な原則とする。 

３）患者の意思は変化しうるものであることを踏まえ、状況の変化に応じて医療・ケアチームと本人との

話し合いが繰り返し行われることが必要である。 

４）人生の最終段階における医療・ケアについて、医療・ケア行為の開始・不開始、医療内容の変更、医

療行為の中止等は、医療・ケアチームによって、医学的妥当性と適切性を基に慎重に判断する。 

５）医療・ケアチームにより可能な限り疼痛やその他の不快な症状を十分に緩和し、患者・家族の精神

的・社会的な 援助含めた総合的な医療及びケアを行うことを必要とする。 

 

６. 移植医療について 

１） 臓器提供の実施については、下記の場合に可能とする。 

① 本人の書面による臓器提供の意思表示が確認され、遺族がこれを拒まないとき又は遺族がいないとき 

② 本人の臓器提供の意思が不明であっても、遺族がこれを書面により承諾するとき（従って 15 歳未満

の小児も対象） 

２） 臓器提供施設との連携については、脳死で臓器が提供できる施設は、『「臓器の移植に関する法律」

の運用に関する指針(1997年10月制定・2017 年 12 月改正)』により、一定の要件を備えた施設に限定さ

れている。当院は臓器提供施設となっているため、厚生労働省研究班作成の臓器提供施設マニュアルに

従って実施する。 

３） 臓器提供の意思確認については、臓器提供の意思は、意思表示カード、健康保険証、運転免許証、マ

イナンバーカードの意思表示欄などで確認が可能となっており、積極的に尊重していく。 

 

７. 暴力行為等迷惑行為について 

当院は暴力を容認しない方針である。暴力行為等迷惑行為があった場合は、本院の防犯管理マニュアル

にて対処する。必要に応じて警察に連絡し対応を要請することを躊躇しない。 

 

８．認知症患者の倫理的な対応 

認知症患者のケアにおいては患者の行動障害 (behavioral and psychological symptoms of dementia: 

BPSD) により対応が困難になる場面に遭遇することがある。しかしながら以下の原則に従って対応する。 

認知症患者は意思決定能力が漸減してくることが多いが、特定の課題や選択の結果の重大性によってその

能力は変化することが多い。自己決定に関する残存能力を引き出す努力が重要である。意思決定の支援で

は患者が可能な限り自身の意思を表明できるよう支援し、それが困難な場合には、家族や代理人（三親等

以内の血族、あるいは法定代理人）と協力し患者の意思を推定する。その際には簡潔でわかりやすい言葉

を使い、非言語コミュニケーション（表情やジェスチャー）も活用する。患者のペースに合わせ、焦らせ

ないようすることが重要である。また患者に安全と快適さの確保し転倒や誤嚥などのリスクを最小限に抑

える環境を整える。 

家族や介護者への支援も重要であり、家族や介護者に対し、情報提供や相談の機会を提供し。負担を軽

減するための支援策を提案する。 

また医療スタッフ間で情報を共有し、一貫した対応行うため定期的にカンファレンスを行い、ケアの質

を向上させる。現場で解決しがたい倫理的なジレンマが生じた場合、臨床倫理コンサルテーションチーム

等と相談し最善の解決策を探る。これらの点を踏まえ患者の尊厳と権利を守りながら、最善のケアを提供

する。 

 



９．身体行動の制限（身体拘束）について 

入院加療中には、発症した疾患により引き起こされる病状や環境の変化により、自身の行動を制御出来

ない状態に陥ることがある。このような場合、患者自身だけでなく、時には他の入院患者、そして医療者

への身体や生命へ影響を及ぼす可能性も考えられる。その影響を最小限に抑え身体を保護する為には、や

むを得ずに身体的拘束を行うしかない状況が発生することがある。 

身体拘束は人間の尊厳に関わる重大な問題であると同時に身体的、精神的、社会的弊害をもたらす。身体

拘束の必要性があると判断された場合であっても、身体拘束以外の緩やかな手段が考えられるのであれ

ば、それを選択するよう努める。しかし、同意書の有無にかかわらず、緊急時やむを得ない場合の対応と

しては、以下の3つの条件を満たすことを確認することとする。 

１） 切 迫 性：患者本人、または他の患者等の生命や身体が危険にさらされる可能性がある場合 

２） 非代償性：他に代わる手段がない場合 

３） 一時性：必要がなくなれば速やかに解除 

  

10．虐待への対応について 

小児、高齢者、障がい者への虐待が疑われた場合には、当院の「虐待対応マニュアル」に従って対応

し、対象者に応じた行政窓口や警察に報告し、連携対応を行う。 

 

11．その他の倫理的問題について 

上記以外の倫理的問題については、当院の臨床倫理指針に従って判断することとするが、必要に応じて

「倫理委員会」で速やかに検討し、その方針を決定する。 

 

Ⅴ．適切な意思決定に関する指針 

 
１． 基本方針 

 

人生の最終段階を迎えた本人および家族等を支えることを目標とし、医師をはじめとする医療・ケ

アチームが、本人・家族等の意見を繰り返し聴きながら、本人の尊厳を追求し、自分らしく最期まで

生きぬき、より良い最期を迎えられるよう、人生の最終段階における最善の医療とケアを作り上げるプロ

セスを示すために、この指針を策定する。 

 

２．人生の最終段階における医療及びケアの在り方 

１）医師等の医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされ、それに基づいて 医療・ケアを受け

る本人が多専門職種の医療・介護従事者から構成される医療・ケアチームと十分な話し合いを行

い、本人による意思決定を基本としたうえで、人生の最終段階における医療・ケアを進めること

を最も重要な基本方針としている。そのため、本人の意思は変化しうるものであることを踏まえ、

本人が自らの意思をその都度示し、伝えられるような支援が医療・ケアチームにより行われ、本

人との話し合いが繰り返し行われることを目標とする。さらに、本人が自らの意思を伝えられない

状態になる可能性もあることから、家族等の信頼できる者も含めて、本人との話し合いが繰り

返し行われることも目標とする。またこの話し合いに先立ち、本人は特定の家族等を自らの意思を

推定する者として前もって定めておくことも望まれる。 

２）人生の最終段階における医療・ケアについて、医療・ケア行為の開始・不開始、医療・ケア内

容の変更、医療・ケア行為の中止等は、医療・ケアチームによって、医学的妥当性と適切性を基



に慎重に判断する。 

３）医療・ケアチームにより、可能な限り疼痛やその他の不快な症状を十分に緩和し、本人・家族

等の精神的・社会的な援助も含めた総合的な医療・ケアを行う。必要に応じて当院の緩和ケアマ

ニュアルを参照し、医療・ケアチームでの対処が困難な場合には、緩和ケアチームにコンサルト

する。 

４）生命を短縮させる意図をもつ積極的安楽死は、行わない。 

３．人生の最終段階における医療・ケアの方針の決定手続 

人生の最終段階における医療・ケアの方針決定は次によるものとする。 

（1） 本人の意思の確認ができる場合 

①方針の決定は、本人の状態に応じた専門的な医学的検討を経て、医師等の医療従事者から適切

な情報の提供と説明を行う。そのうえで、本人と医療・ケアチームとの合意形成に向けた十分

な話し合いを踏まえた本人による意思決定を基本とし、多専門職種から構成される医療・ケア

チームとして方針の決定を行う。 

②時間の経過、心身の状態の変化、医学的評価の変更等に応じて本人の意思が変化しうるもので 

あることから、医療・ケアチームにより、適切な情報の提供と説明がなされ、本人が自らの意

思をその都度示し、伝えることができるような支援が行われることを目標とする。この際、本

人が自らの意思を伝えられない状態になる可能性があることから、家族等も含めて話し合い

が繰り返し行われることも目標とする。 

③このプロセスにおいて話し合った内容は、その都度、文書にまとめ、電子カルテに記録を残す。

文書については、医療従事者からの押し付けにならないように、特定のフォーマットを規定し

ない。 

 

（2） 本人の意思の確認ができない場合 

本人の意思確認ができない場合には、次のような手順により、医療・ケアチームの中で慎重な判 

断を行う必要がある。 

①家族等が本人の意思を推定できる場合には、その推定意思を尊重し、本人にとっての最善の方

針をとることを基本とする。 

②家族等が本人の意思を推定できない場合には、本人にとって何が最前であるかについて、本人

に代わる者として家族等と十分に話し合い、本人にとっての最善の方針をとることを基本とす

る。時間の経過、心身の状態の変化、医学的評価の変更等に応じて、このプロセスを繰り返し

行う 

③家族等がいない場合及び家族等が判断を医療・ケアチームに委ねる場合には、 本人にとって

の最善の方針をとることを基本とする。 

④このプロセスにおいて話し合った内容は、その都度、文書にまとめ、電子カルテに記録を残す。

文書については、医療従事者からの押し付けにならないように、特定のフォーマットを規定しない。 

 

（3） 認知症などで自らが意思決定をすることが困難な場合 

認知症や知的障害等で、自らが意思決定することが困難な場合は、厚生労働省作成の「認知症の

人の日常生活・社会生活における意思決定ガイドライン」を参考に、できる限り本人の意思を尊

重し、反映しながら意思決定を支援する。 

意思決定能力の評価については、当院緩和ケアマニュアル（I-19）も参照する。 



 

（4） 身寄りがない患者の場合 

身寄りがない患者における医療・ケアの方針についての決定プロセスは、本人の判断能力の程度

や入院費用等の資力の有無、信頼できる関係者の有無などにより状況が異なる。ため、介護・福祉

サービスや行政のかかわりなどを利用して、ご本人の意思を尊重し、厚生労働省の「身寄りがない

人の入院及び医療に係る、意思決定が困難な人への支援に関するガイドライン」を参照し、支援す

る。 

 

上記（1）から（4）の場合において、医療・ケアの方針の決定に際し、 

・医療・ケアチームの中で心身の状態等により医療・ケアの内容の決定が困難な場合 

・本人と医療・ケアチームとの話し合いの中で、妥当で適切な医療・ケアの内容についての合意

が得られない場合 

・家族等の中で意見がまとまらない場合や、医療・ケアチームとの話し合いの中で、妥当で適切

な医療・ケアの内容についての合意が得られない場合等 

については、医療・ケアチームの申し入れにより、複数の専門家からなる臨床倫理コンサルテーション

チームに相談を行い、話合いの場を設置する。 

また必要な場合には、倫理委員会で医療倫理に精通した専門家を含めた検討を行い、方針等について

の助言を得るものとする。 

 

厚生連高岡病院倫理委員会 

 

平成27年4月1日 初版 

平成 8年8月22日 改訂 

令和2年9月10日 3訂 
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令和7年8月1日 5訂 
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